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５．今後の方向性（担当室による内部評価）

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

 保健、福祉、教育、保育、医療などの関係機関が連携
し、専門機関による支援を総合的かつ継続的に行うた
め、就学前の発達障害のある乳幼児の個別支援を行
い、就学後の支援に引き継ぐ個別乳幼児特別支援事業
を実施しています。

H.29年度（事業量・取組実績） H.30年度（事業量・取組計画）

主な事業の
実績・計画

・運営委員会（3回）、作業部
会（9回）の開催
・研修会開催(対象：各機関、
保護者（4回）、保幼小中コー
ディネーター（8回)）
・専門的な個別支援に関わる
児童発達支援センターどれみ
との連携
・対象児（小６、中３）の保護者
を対象とした希望面談を実施
（8人）

・運営委員会、作業部会の開
催
・研修会開催(対象：各機関、
保護者、保幼小中コーディ
ネーター)
・専門的な個別支援に関わる
児童発達支援センターどれみ
との連携
・対象児（小６、中３）の保護者
を対象とした希望面談を実施

H.31年度(事業計画) H.32年度(事業計画) H.33年度(事業計画)

・運営委員会、作業
部会の開催
・研修会開催(対象：
各機関、保護者、保
幼小中コーディネー
ター)
・専門的な個別支援
に関わる児童発達支
援センターどれみと
の連携
・希望面談（小６、中
３）

・運営委員会、作業
部会の開催
・研修会開催(対象：
各機関、保護者、保
幼小中コーディネー
ター)
・専門的な個別支援
に関わる児童発達支
援センターどれみと
の連携
・希望面談（小６、中
３）

・運営委員会、作業
部会の開催
・研修会開催(対象：
各機関、保護者、保
幼小中コーディネー
ター)
・専門的な個別支援
に関わる児童発達支
援センターどれみと
の連携
・希望面談（小６、中
３）

事業内容

(H.30)No. 1060 (H.29)No. 1060

事務事業名 個別乳幼児特別支援事業
会計区分 事業コード 191801
一般会計 （中事業名）※予算書事業名

民生費 子ども発達支援推進事業

担当部局名 担当室名 室長名 児童福祉費 （小事業名）

地域福祉の充実   発達障害の早期発見早期支援を行うことにより、心理
機能の適正な発達および円滑な社会生活の促進を図
り、もって 発達障害児の自立及び社会参加に資するこ
とを目的とします。

施 策 子ども・子育て支援

重点プロジェクト

福祉子ども部 子ども発達支援センター 岡﨑　みどり 児童福祉総務費 個別乳幼児特別支援事業

総
合
計
画

政 策 支え合い健康でいきいきと暮らせるまち 事業目的（めざす効果）

基本施策

H.31年度(計画予
算)

H.32年度(計画予
算)

H.33年度(計画予
算)H.28繰越分 H.29現年分

①直接事業費 2,764千円 2,747千円 2,747千円 2,747千円

H.29年度（決算見込） H.30年度(作成時予算額)

H.29繰越分 H.30現年分

2,747千円

人
工
数

職員 0.57人

国･県支出金 897内
訳

(

千
円

)

その他（　　　）

4,106千円 4,106千円 4,106千円

①+②総事業費 0千円 6,982千円 6,853千円 6,853千円 6,853千円

0千円 4,106千円

0千円 6,853千円

②概算人件費 0千円 4,218千円

0.55人 0.55人 0.55人

臨時職員等 0.00人 0.02人 0.02人 0.02人

0.55人

0.02人

774 774 774

地方債

774

一般財源 0 1,867 1,973 1,973 1,9730 1,973

 【選択肢】　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合（予定含む）、休止（予定含む）、廃止（予定
含む）、事業完了（予定含む）

継続（現行）

今後の対応方針（課題解決への取組内容、具体的な見直し内容、継続の理由等） ６．事務事業の取組に関係する市の計画

　引き続き小学校への円滑な移行と小中学校における移行後の支援継続を進めます。さらに、
事業開始から10年が経過し、今後は事業の振り返りや卒業後も見据えた支援の在り方などを関
係機関とともに検討していく必要があります。発達支援の推進にあたり、子どもセンターを活用し
た取組を実施し、名張市内の全ての子ども達が地域や家庭の中で、安心して生活できる「産み
育てるにやさしいまち名張」の実現を目指します。

ばりっ子すくすく計画
名張市障害者福祉計画

４．担当室による事務事業の点検

・平成19年から事業を実施し、本事業が徐々に定着しつつあります。
・平成29年度より医療的ケアを必要とする児も対象としたことも踏まえ、医療、保健、福祉、教育、保育等との関係機関との連携を更に密にする必
要があります。
・平成29年度より、対象児（小６、中３）の保護者との希望面談を実施し、支援の継続と保護者支援の強化を図りました。

考察（H.29年度の取組評価、課題、施策への貢献、市民との協働など）


